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研究成果の概要（和文）： 

発展著しい中国には早くから日本企業が進出し、製造業を中心とした産業集積が形成されてきた。本

調査研究は、そうした産業集積に焦点をあて、メーカーとサプライヤーがどのような関係を構築してい

るか、また、その基盤としての組織内マネジメントがどのようになされているかについて現地調査した。

その結果、日系企業間での強い結びつき、また、日系企業の人的資源管理はプロセスコントロールを

重視していることが明らかとなった。 

研究成果の概要（英文）： 
Since Japanese firms began their operations in rapidly developing China from early time, 
industrial accumulation around manufacturing has been formed.  This surveillance study 
focuses on such industrial accumulation, and the researches have been made on what 
relation has been formed between suppliers and manufacturers and what the 
organizational management in these firms has been performed as a basis.  As the finding 
of this study, there are strong ties between Japanese firms, and the HRM of Japanese firms 
puts a high value on the process control. 
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サプライヤー 
１．研究開始当初の背景 
 中国には、多くの日本企業が進出し、メー
カー・サプライヤー関係が展開されているに
も関わらず、その実態把握と詳細な分析・検
討はなされていない。それは、現地日系企業
において展開される組織内マネジメントも
また同様である。 

そして、今後、日本企業の中国進出はより
一層進展していくと考えられており、日本企
業が現地企業といかなる企業間関係を構築
し定着していくかを考察することは、極めて
重要な研究課題となっている。 
しかし、両国の文化的差違は甚だしく、し

たがって、既存研究の視点に基礎を置きなが
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らも、実態調査などを踏まえた上で、慎重に
歴史的経緯を含めた現状把握と発展経緯の
分析を行うことが不可欠である。 
すなわち、現地のマネジメント方式と日本

のマネジメント方式との融合を目指した企
業間関係の構築が望ましいと考えられ、実際
に、ヒアリング調査、アンケート調査などを
通じて、現地日系企業がいかなる企業間関係
を構築し、産業集積として成立してきたのか
を明らかにすることが必要である。 
２．研究の目的 

本調査研究は、中国における日系製造業の
産業集積の実態とその発展過程の解明を目
指したものである。その際、単なる集積の静
態的分析という立場をとらず、サプライヤ
ー・マネジメントに立脚した組織間マネジメ
ントの成立過程および、それを可能ならしめ
る組織内マネジメントの現地適応過程の分
析という点に重きを置きながら、学術的な調
査を実行することを意図した。 

そこで、今回の調査研究では、企業間関係
および企業内のマネジメントの特徴を静態
的かつ動態的に検討することを通して、中国
日系企業を中心とした産業集積の形成過程
を明らかにすることに主眼を置いた。そのた
めに、以下のような四つの課題を設定した。  
(1) サプライヤー育成過程の解明 

進出してから比較的歴史が浅い日系企業
が、どのようにして現地のサプライヤーを育
成してきたのかを明らかにする。 
(2) 継続的な関係の構築およびその維持方
法の解明 

次に、日系企業が現地サプライヤーとの継
続的な取引関係を構築する中で、いかなる仕
組みを構築してきたのかを明らかにする。 
(3) 現地化過程における水平的ネットワー
ク形成の実態把握 

さらに、組織間関係が日系メーカーと中国
系サプライヤーとの間で構築されつつある
ことを前提に、中国系のサプライヤー間でど
のような関係が形成されているのかを明確
にする。 
(4) 現地化を可能にする経営方式（組織・人
材マネジメント）の適用過程の解明 

最後に、人材の流動性が激しい中国におい
て、経営幹部や熟練工の育成と定着を実現す
る方法と、そこに至るまでの過程を解明する。 
３．研究の方法 
(1) 研究体制 
 研究計画を遂行するために、４つの課題ご
とにチームを編成したが、本研調査究の目的
である動態的分析及び組織内・組織間関係の
連関分析のためにメンバーは複数のチーム
に所属し、全体的把握に努めた。 
(2) 研究スケジュール 
 主たる調査地域は、中華人民共和国の大連
地域、広州地域であり、それぞれ電機、自動

車関連の日系企業が多く進出している。 
そして、本調査研究は、以下のような年

度・課題ごとの細かなスケジュールに基づい
て実施された。  
①平成 20 年度 
課題(1)に対しては、藤本(1998)からサプ

ライヤー発生メカニズム及びその機能につ
いて、また、丸川(2003)から中国自動車産業
のサプライヤー形成についての理解を深め、
その上で、現地日系企業を対象とした事例調
査を実施した。 
課題(2)に対しては、浅沼(1997)の取引特

殊的資産、Vermeulen & Barkema(2001)の外
部資源の内部転換による競争優位性の獲得
を理論的根拠に置きながら文献研究を進め
るとともに、現地日系企業を対象としたパイ
ロット調査を実施した。 
課題(3)に対しては、日・米・欧のメーカ

ー・サプライヤー関係に関する下川(2002)、
サプライヤーによる水平的関係の構築に関
する稲垣(2003)、中国自動車産業における垂
直分裂を指摘した丸川(2007)、ネットワーク
分析に関するKilduff et.al(2006) を理論的
基礎とする文献研究を行い、併せて、現地日
系企業のパイロット調査を実施した。  
課題(4)に対しては、浅沼(1997)の企業特

殊的技能、Osterman(1991)の職務設計論、
Organ(1995)の組織市民行動の再検討を行っ
た。そして、その上で、日本的人的資源管理
の海外移転の可能性や実態を論じた竹内・若
林他(2001)を検討し、その後、現地日系企業
を対象とした事例調査を行った。 
②平成 21 年度 
課題(1)に対しては、現地日系企業は進出

以降、どのようにサプライヤーを育成してき
たかを本社とメーカーからの技術者派遣を
区分した上でその育成過程について調査し
た。また、資源不足状態での各サプライヤー
間の戦略的組織間関係についても調査した。 

課題(2)に対しては、日系企業と現地サプ
ライヤーとの継続的取引関係を行ってきた
経緯とそれを可能にした要因を組織間にお
ける異文化適応、機会主義的行動、ネットワ
ークの凝縮性と信頼、人的交流といった視点
から調査した。 
課題(3)に対しては、中国系サプライヤー

間関係の形成過程を水平的情報共有、技術指
導に注目し、課題(2)と同様の視点から調査
した。 
課題(4)に対しては、日系企業の現地での

人材育成と定着について組織マネジメント、
人的管理システム適応過程、昇進過程、従業
員協業関係、組織外ネットワーク、インセン
ティブシステム、異文化コミュニケーション、
の視点から調査した。 
③平成 22 年度 
 最終年度は、これまでの調査を取り纏める



 

 

ことが主たる目的であった。そのため、まず
最初に行ったのが、追加すべき調査事項の洗
い出しと現地における追加調査である。すな
わち、本調査研究の４つの課題のそれぞれに
関するこれまでの調査結果を客観的に評価
し、必要となった追加調査をあらためて実施
した。特に、中国自動車産業にあってはその
発展は目覚ましく、結果的に自動車産業にお
けるサプライヤー、組み立てメーカーを中心
とした追加調査となった。また、中国自動車
メーカーのマネジャー来日に合わせた国内
インタビュー調査を行うとともに、メーカー
各社の現地法人経験者を招いた研究会を開
催するなどして、調査結果の正確性に万全を
期した。そして、その上で、研究調査の慎重
な取り纏めを行った。また、その過程では、
中国側研究協力者と研究課題ごとに調査結
果を整理する作業を同時に進めた。 

なお、本調査研究で得られた成果は、随時、
ディスカッションペーパー、研究論文、学会
報告等、様々な形で研究成果を公表してきた。
さらに、平成 22 年 11 月には今回の調査研究
と関連したテ－マによるシンポジウムに関
与し、研究成果を広く社会に公開した。また、
本調査研究に基づいた学術図書が平成 23 年
10 月に刊行されることが決まっている。                           
４．研究成果 
(1)組織間マネジメントに関して 

今回の調査研究で明らかになったことは、 
日系企業同士の取引における強い依存関係
である。日系企業の進出が始まって以来、15
年以上の年月が過ぎているが、未だに日系電
機メーカーは日系サプライヤーを多用して
いる。また、日系サプライヤーは日系顧客へ
の依存度が著しく高い。その理由としては、
中国社会は基本的に低信頼社会であり、パー
トナーと長期的な取引関係を構築すること
が容易ではなく、取引コストが高い中で、安
定した取引関係を構築することが困難なこ
とが考えられる。具体的には、支払いの遅延
行為や、対等なパートナーシップの構築が困
難なこともあって情報共有が難しいこと、な
どが挙げられる。そうした中で、日系企業は、
日系企業を中心とした情報網を構築し（日系
企業の村社会の構築）、日系の信頼できるパ
ートナーを探索し、安定した関係を構築しよ
うとしている。このような日系企業同士が強
い依存関係をもったサプライヤー・システム
の構造と、そのような関係が生まれるメカニ
ズムが本調査研究で明らかとなった。 

また、自動車メーカーが部品サプライヤー
数を増加させる過程で、これまで少数のメー
カーとしか取引をしてこなかったサプライ
ヤーにおいても、取引メーカー数を増加させ
る傾向が認識できた。また、従来、日系の部
品サプライヤーの取引先メーカーは系列関
係に縛られていたが、系列を越える取引が拡

大し、日系サプライヤーは欧米系や現地資本
系と比較して、取引メーカー数をより増加さ
せる傾向が確認できた。さらに、07 年から
09 年にかけて、現地資本系の部品サプライヤ
ーの取引先メーカー数の増加傾向が鈍り、自
動車メーカーのサプライヤー数の増加は、日
系や欧米系サプライヤーを対象に行われて
いることが認められた。 
なお、中国自動車産業に限るなら、メーカ

ー・サプライヤー関係とは異なり、メーカ
ー・ディーラー関係においては、今日、垂直
的統合関係が主流となったことも明らかと
なった。これは、日系自動車メーカーによる
自動車流通システムの国際移転と中国自動
車流通政策との整合性にその理由を求める
ことができる。ただし、国際的にも希な自動
車交易市場は、この文脈においていうなら、
それが地方政府による計画的ディーラー集
合であることからして、水平的関係と位置づ
けることができた。 
(2)組織内マネジメントに関して 
 現地化に伴う経営方式という点でいえば、
まず、人材獲得に関わる部分は現地に適応し
ながら、コントロール部分では日本の方式を
追求していることが明らかになった。そして、
その際のコントロールは、職場統制全般にお
いてプロセスを管理しようとする姿勢が強
いことが判明した。また、その実現手段とし
ては、自社文化や労働観などの同一化を活用
する志向が強く、採用時における自社文化へ
の適応重視、日本への派遣を通じた価値観の
伝播、情報共有や相互補助を推進する方針な
どが推進されていることも明らかとなった。
したがって、日系企業のＨＲＭの特徴として
は、プロセスコントロールを重視し、それを
発展させていくＨＲＭの構築という点に見
いだせた。 
 そして、現地化にあたっては、日本人と現
地人が協働する際の意思疎通パターンには、
様々なものが併存し、一律的ではないことが
今回の調査研究で明らかとなった。そして、
現地企業におけるコミュニケーションの対
応方法には次のような特徴があることが確
認できた。すなわち、現地法人の職場におい
て、日本と現地の何れを拠り所とするかは直
接部門と間接部門で異なる。直接部門では日
本に依拠する傾向が強い反面、間接部門では
駐在員が現地に歩み寄る傾向が強いことが
明らかとなった。そして、基準となる価値観
に対する合わせ方については、相手の慣行に
合わせることで表面的に伝え方を調整する
ことが主流であることが明らかとなった。ま
た、相手の価値観を汲んで本質的にそれに合
わせる取り組みは、ソフトウェア開発業を中
心に実践されている。これは、現地従業員が
日本企業に従事する上で現地の価値観とは
別に日本の価値観を現地法人の慣行として



 

 

学習していることを意味する。つまり、現地
の価値観を組織の慣行によって部分的に上
書きすることも可能であることが明らかと
なった。 
 なお、現地化にあたっての言語問題におい
ては、一般に「英語化」一辺倒の議論が多く
見受けられるが、今回の研究調査では、そう
した「英語化」に加え、日本語化、現地語化
といた多言語化が有効であることも判明し
た。 
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